





























































































































































（23）　『新版　注釈民法（16）　債権（ 7）』［幾代通］（有斐閣、1989年） 4、 5頁。
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といえ、役務提供型契約を考察する際には、《雇用類似》という概念および民
法典のこれらの規定の意義は非常に重要なものであるだろう。
おわりに
　本稿は、鎌田耕一教授のこれまでの役務提供型契約および労働契約という
「契約」に関する検討を踏まえ、若干の裁判例をもとに考察を行ったに過ぎ
ず、筆者がこれまで直接・間接に受けた鎌田教授の学恩に応えるに足るものと
はなっていない。さらには、このような検討を行うにあたっては、民法典にお
ける「雇用契約」と労働法における「労働契約」との関係の検討も不可欠であ
るが、その点については留保している（本稿は、民法典における雇用規定に一
定の意義を認め得るという観点から、鎌田耕一教授が主張する「新たな峻別
論」（37）を支持する立場になる）。
　今後、鎌田教授のさらなる研究に教えを受けながら、少しずつ研究を進めて
いくことを期し、稿を閉じることにする。
 ―あしの　のりかず・東洋大学法学部教授―
（37）　鎌田・前掲注（ 5）、同旨のものとして、村中孝史「労働契約概念について」『京都大学法学部
創立百周年記念論文集第 3巻』（有斐閣、1999年）485頁。民法学の立場から本見解を支持するも
のとして、中田・前掲注（15）489―491頁。
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